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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、体育授業や教科外体育の場面において、子どもたちに地域スポーツ
クラブで生じている課題に取り組ませる事で、教師による暴力を用いた指導を克服することであった。本研究を
通して、地域スポーツクラブで生じる課題をワークシートで可視化する原理や、それらを子どもたちに解決させ
ていく方法（「神谷メソッド」）が明らかになった。そして、このメソッドを用いることで、子どもに地域スポ
ーツクラブの自治を体験させることができるとともに、体罰を用いた指導も抑止していくことが可能になると考
えることができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to discourage the use of corporal punishment 
by teachers of Physical Education and extracurricular activities  by having children work on the 
issues arising in community sports clubs. This study revealed the principle of visualizing issues 
arising in community sports clubs by using worksheets and the method of having children solve these 
issues, i.e. the Kamiya Method. We believe that by using this method, it will become possible to 
have children experience the autonomy of community sports clubs and also to discourage teachers from
 using corporal punishment to discipline students.

研究分野： 体育科教育学、スポーツ教育学

キーワード： 運動部活動　地域スポーツクラブ　教育課程　教科以外活動　スポーツ教育学　体罰　暴力
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、１，暴力を用いたスポーツ指導の実態を批判するだけでなく、それに変わる具体的な指
導方法（神谷メソッド）を示したこと、２．学校におけるスポーツ活動と地域スポーツ活動を「自治」という考
え方で関連づける見通しを示したこと、３．子どもの主体的な活動を導くために、課題を可視化するというアプ
ローチを示したことの3点である。これらの研究成果を踏まえた実践によって、暴力を用いた指導を改善してい
く見通しが開ける。この点に本研究の社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
本研究は、2015 年度（平成 27 年度）から開始した。開始当初の背景には、2012 年 12 月に、

大阪市の運動部員（高校生）が顧問による体罰を背景に自殺をし、他の地域においても同様の事
例が繰り返されていたことがあった。これを受けて、体育・スポーツ団体、学校関係団体、そし
て学会及び大学が体罰根絶の方針を示していた。例えば、日本体育学会内には体罰・暴力根絶特
別委員会が発足され、2015 年 3 月に報告書がまとめられていた。また、日本体育科教育学会第
18 回大会や日本体育学会第 64 回大会（体育経営管理領域）では、体罰や運動部活動のシンポ
ジウムが開催されてきた。 
筆者は、これらの学会のシンポジストとして、体育科教育学・スポーツ教育学の立場から、教

師の専門性が発揮される運動部活動指導の在り方と、その教育内容を提案してきた。この他にも、
『運動部活動の教育学入門』（大修館）において、戦前から道徳教育や精神教育を理由にした体
罰が見られることや、1980 年代にも同様の事件が
発生していること等を指摘してきた（神谷，2015）。
さらに、図１のような地域スポーツクラブで求め
られる「自治内容」の試案を示した。これは、みん
なで運営に参加しながら強くなっていく運動部活
動を目ざすことで、体罰の背景にある指導者への
過度な依存や、それを隠蔽するような閉鎖性から
脱却する提案であった。今回、取り組んだ研究は、
その延長に位置づくものであり、体育科教育学や
スポーツ教育学の知見を活かして、学校体育全体
をフィールドにした「自治内容」（図１）が経験で
きる教材を考案し、体罰の問題を教育内容と指導
方法の両面から解決していくものである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、学校体育（体育授業、教育課程内のクラブ、体育行事、運動部活動）の各場

面において、地域スポーツクラブで求められる「自治内容」が経験できる教材を考案し、教育内
容と指導方法の両面から、体罰克服のアプローチを示すことであった。そのために、地域スポー
ツクラブにおける「自治内容」（自分たちで解決に取り組む課題）を、日本体育協会（日本スポ
ーツ協会）と新日本体育連盟（新日本スポーツ連盟）が刊行する雑誌から分析することにした。
そして、それらの分析によって得られた「自治内容」を、学校体育の各場面で経験できる教材に
加工し、実践研究を行うというデザインを描いた。そして最終的には、考案した教材を配列した
カリキュラムを示し、体罰問題を克服していく見通しを示そうと考えた。 
 
２．研究の方法 
 
当初の研究計画は、以下の通りである。 

 
（１） 平成 27 年度から 28 年度においては、地域スポーツクラブの理論と実践の両面から、今

日までにどのような「自治内容」が示されてきたのかを分析する。 
（２） 平成 29 年度から 30 年度にかけて実践研究に入る。とりわけ、これまで学校体育で指

導されてこなかった「自治内容」に注目し、それらを組み込んだ教材を考案し、教育現
場で実践をする。 

（３） 最終年度である令和元年度には、考案された教材を配列したカリキュラムを提案し、体
罰克服に向けたスポーツ教育学的アプローチを体系的に示す。 

 
概ね、当初の計画通りに研究を進めることができたが、（３）のカリキュラムの提案に関して

は取り組むことができなかった。理由は、（２）の実践研究のフィールドを、授業と運動部活動
に焦点化したこともあり、フィールドが学校体育の様々な領域には広がらなかったためである。
このような予定の変更に伴い、カリキュラムを示すよりも、授業や運動部部活動における実践の
内容や方法を具体的に示すことが先決であると考えた。これは、当初からの予定変更であったが、
実践を焦点化したことによって「神谷メソッド」という方法を提唱することができた。 
 
４．研究成果 
 
本研究の成果は、以下の 3点である。 

 
（１） 部活動の自治内容の明確化 
 
新日本体育連盟（新日本スポーツ連盟）、日本体育協会（日本スポーツ協会）の雑誌の分析を



通して、地域スポーツクラブで生じる課題を整理した。さらに、それを運動部活動で生じる課題
に言い直し、Ｍ県の中学校、高等学校の運動部活動を対象にして、質問紙調査に取り組んだ。そ
の結果、現状の運動部活動において、生徒自身が課題の解決に関わる機会が少ないことが明らか
になった（図２〜４）。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（２） クラブインテリジェンスワークシートと
神谷メソッド 

 
（１）でふれた部活の実態をふまえて、「自治内

容」を可視化して生徒に取り組ませる、指導の原
理を考案した（神谷，2016）。その後、山梨英和中
学校・高等学校で実践研究に取り組み（神谷，
2017）、運動部活動で生じる課題を 21 項目に整理
した、クラブ・インテリジェンス・ワークシート
（CIW）を用いて、現状の自治集団活動の実態を可
視化するとともに、生徒主体の部活動を推進して
いく方法（「神谷メソッド」）を提唱した（神谷，
2018）。生徒は、このワークシートを用いて、部活
動の方針や競技目標を確認するとともに、21項目
の課題に「今は」誰が取り組んでいるのか、そし
て、「これから」は誰が取り組むのかを記入し、今
後の運営に活かしていくことになる。なお、宮城
県塩竃市教育委員会は、この方法を用いた実践を
市内の複数の中学校でおこなった。生徒、顧問、
部活動指導員・外部指導者、保護者が一堂に集ま
ってワークシートを記入することで、それぞれの
役割分担を確認することができるなど、一定の成
果を見ることができた（塩竃市教育員会，2018，2019）。 
 

（３）文献とホームページによる実践の推進 
 
（２）の実践研究の成果を、中学生や高校生に還元するために『僕たちの部活動改革―生徒自治
10 のステップ』（かもがわ出版）を刊行した（神谷，2020）。同時に、関西大学神谷拓研究室のホ
ームページを開設し、先の CIWを始めとする、部活動の自治集団活動を推進するワークシートを
ダウンロードできるようにした。これらの取り組みを通して、体罰克服に向けたスポーツ教育学
的アプローチの啓蒙につとめた。 
 
（引用文献及び URL） 

・ 神谷拓（2015）運動部活動の教育学入門―歴史とのダイアローグ―．大修館書店. 

・ 神谷拓（2016）生徒が自分たちで強くなる部活動指導―体罰・暴力に頼らない新しい部活づ

くり―．明治図書. 

図２ 教育現場における「自治内容」の 

取り組み状況（練習・試合） 

図３ 教育現場における「自治内容」の 

取り組み状況（組織・集団） 

図４ 教育現場における「自治内容」の 

取り組み状況（場・環境） 



・ 神谷拓（2017）対話でつくる教科外の体育．学事出版. 

・ 神谷拓（2018）部活動の自治と学びを可視化する―クラブと部活動をつなぐ―．日本部活

動学会第 1回研究集会（基調報告）. 

・ 神谷拓（2020）僕たちの部活動改革―生徒自治 10 のステップ―．かもがわ出版. 

・ 関西大学・神谷拓研究室のホームページ。https://wps.itc.kansai-u.ac.jp/kamiya/ 
・ 塩竈市教育委員会（2018）平成 29 年度宮城県教育委員会 学校現場における業務改善加速

事業 部活動の在り方及び部活動の指導体制づくりに関する実践研究 実践研究報告書. 
・ 塩竈市教育委員会（2019）平成 30 年度宮城県教育委員会 学校現場における業務改善加速
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